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一 

所
得
税
法
に
よ
れ
ば
、
納
税
者
に
減
税
申
請
の
権
利
が
與
え
ら
れ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
何
ら
理
由
を
附
さ
ず
に

却
下
し
て
い
る
例
が
多
い
。 

二 

更
正
請
求
に
対
し
て
国
税
庁
及
び
国
税
局
で
は
、
こ
れ
を
ど
の
よ
う
に
取
り
扱
う
か
。
又
、
納
税
者
に
ど
う
対
処
す
る

つ
も
り
か
。
具
体
的
に
、
実
情
に
則
し
て
対
処
す
る
な
ど
と
い
う
抽
象
的
な
答
え
で
は
な
く
、
具
体
的
に
ど
こ
の
会
議
で
、

又
ど
の
よ
う
な
通
達
あ
る
い
は
通
ち
よ
う
に
よ
つ
て
処
理
の
方
針
を
決
め
た
か
。 

税
務
当
局
は
、
い
か
な
る
調
査
に
基
い
て
却
下
し
て
い
る
の
か
。
そ
の
基
準
、
方
法
等
に
つ
い
て
具
体
的
に
明
示
さ
れ

た
い
。 

右
質
問
す
る
。 

又
、
減
額
申
請
の
件
数
及
び
そ
の
受
理(

承
認)

件
数
を
明
示
さ
れ
た
い
。 

所
得
税
の
課
税
に
関
す
る
質
問
主
意
書 
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、 
、 
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